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多品種小変更型SPLE開発の経験：可変性管理の課
題と解決
長峯　基   中島　毅   井上 克郎

三菱電機（株）  芝浦工業大学  大阪大学 

ソフトウェアプロダクトラインエンジニアリング（SPLE）を成功させる重要なプラクティスの1つ
に製品間で異なる仕様の管理（可変性管理）があり，可変性管理の主要な技術に可変性の記述法と構
成手段がある．空調機ソフトウェア開発にSPLEを適用し5年間にわたり実践したが，もととなるソ
フトウェア資産（コア資産）の再利用率が低下した．この問題を分析し，コア資産保守プロセスの見
直しと合わせて，仕様差異を生み出す特徴の増加（フィーチャ増加）に伴う具体仕様の決定（バリア
ント決定）の複雑化という可変性管理の課題解決に取り組んだ．本稿では，可変性管理の課題分析に
基づき，可変性管理の改善手法および支援ツールを提案する．改善手法は，可変性記述の一覧性と可
読性を向上させるための製品-機能マトリクスとデータ仕様書，およびアプリケーション開発におけ
るコア資産の再利用率を向上させるための可変性記述から製品ソフトウェアを直接ビルドできる構成
手段からなる．可変性管理の実践に基づき，可変性記述法と構成手段がコア資産の再利用にどのよう
な影響を与えるかについて，改善前後で比較検証し，コア資産の共有と，製品ソフトウェアの構成決
定の容易化によって，コア資産の再利用率が向上するという結果を得た．

1．はじめに
近年，家電製品をはじめとする組込み製品においては，他社との差別化のための高機能化，多様な

ユーザニーズに応えるための製品バリエーションの充実化，タイムリな市場投入が強い事業要求とな
っている[1]．

このような事業要求に対応するため，ソフトウェアプロダクトラインエンジニアリング（以下，
SPLE）[1],[2],[3]が広く実践されている．SPLEとは，ある製品群において，共通かつ管理された
機能を共有する一式のソフトウェア・システム群のことであり，体系的な再利用を特徴とする開発手
法のことである[2]．

SPLE成功のためのキープラクティスの1つに可変性管理がある．可変性管理とは，対象製品群の
各製品間で変わりうる仕様を定義し，複数の製品開発に利用していく活動である[6]．可変性管理が
重要とされる理由は，製品間の差異の分析や定義の良し悪しによって，コア資産（共有する設計書や
ソフトウェア部品）の再利用性が変わり，製品群全体の生産性に影響を及ぼすためである[5],[6]．
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可変性管理の主要な技術に，可変性の記述法と構成手段がある[8],[11]．可変性の記述法とは，製
品間の差異の分析や定義を行うための表記法であり，可変性の構成手段とは，可変性を製品のソフト
ウェアとして実現する手段のことである．可変性管理の各技術については，さまざまな研究がなされ
る一方で，実践に基づく複数手法の比較検証や，特定ドメインに特化した実践が期待されている
[9]．

筆者らは，業務用空調機（室外機）を対象に2010年から5年間SPLEを適用してきた（以降，第1
期活動と呼ぶ）．第1期活動では，一時的に生産性に大きな改善があったが，時間経過とともにソフ
トウェア部品の再利用率が低下し，その結果製品群全体の生産性も低下した．この原因のひとつとし
て，開発上流工程からの体系的な再利用を促す仕組みがなかったことがある[15]．このような課題に
対し，コア資産保守プロセスを，開発ロードマップに基づき，アプリケーション開発を1つの幹開発
と複数の枝開発に分け，幹開発では当該製品のソフトウェア部品を開発しつつ，後続する枝開発で再
利用可能なソフトウェア部品を開発するプロセスへと見直した[21]．しかしながらコア資産保守プロ
セスの改善だけでは，仕様差異を生み出す特徴（フィーチャ）の増加に対して構成選択が難しくなる
という可変性管理における課題が残る．

本稿は，第1期活動における可変性管理の問題点の分析結果に基づき，可変性管理の改善手法と支
援ツールを提案するとともに，第１期の活動とそれらを適用した第2期の活動を定量的に比較検証す
る．改善手法は，要求仕様書に製品-機能マトリクスとデータ仕様書を導入することで，可変性記述
の一覧性と可読性を向上させるとともに，これら可変性記述から製品ソフトウェアへの実装・選択方
法を仕様設計時点で明確にし，かつビルドへ直結する構成手段を提供することで，アプリケーション
開発におけるコア資産の再利用率を向上させる．改善手法がコア資産の再利用性にどのような影響を
与えるか考察し，製品ソフトウェアの構成決定を容易化することによってコア資産の再利用率が向上
するという結果を得た．

本稿第2章では，可変性管理に対する要求事項を整理し，第3章で適用対象の特徴を述べるととも
に，可変性管理の改善手法を提案する．第4章では第1期活動からの改善ポイントを説明しつつ，開
発における効果を定量的に比較検証する．

2．可変性管理と技術

2.1　可変性管理

可変性管理とは，対象製品群における可変性を定義し，複数の製品開発に利用してするための活動
である．ここで，可変性とは，対象製品群の各製品間で変わりうる仕様のことである[10]．

可変性管理の主要な技術に可変性の記述法と構成手段がある．可変性の記述法とは，製品間の差異
の分析や定義を行うための表記法のことであり，可変性の構成手段とは，製品間の可変性をソフトウ
ェアとして実現する手段のことである．

2.2　可変性の記述法

可変性の記述法は，さまざまなものが考案されており，野田らが以下のように整理している[8],
[18]．

（1）フィーチャモデル
フィーチャモデルは，製品群の持つフィーチャをツリー構造で階層的に表現する図式表現であ
る[7]．直感的に理解しやすい利点を持つが，さまざまな情報が詰め込まれやすく現実の開発で
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の適用が難しいとの指摘もある．
（2）直交可変性モデル

直行可変性モデルは，開発成果物と独立（直交）させて可変性自体をモデル化する．可変性と
各開発成果物の関係を明示的に紐づける点に特徴がある[8]．複数の開発成果物に可変性情報が
含まれる際に，関係性の理解や維持が容易となる．

（3）DM（Decision Modeling）
DMは，形式的なテキスト表現によるモデルで，可変点ごとに，決定すべき内容と選択肢を記
載する[18]．フィーチャモデルや直交可変性モデルのようなグラフ表現に比べ一覧性に優れる
が，直感性が損なわれる．

可変性記述は，アプリケーション開発者が製品の具体的な仕様を定義するために用い，その仕様が
製品導出への入力となる．そのため，可変性記述法には，アプリケーション開発者が定義・レビュー
するための製品要求仕様書としての扱いやすさと，コア資産からソフトウェア部品を抽出しやすい情
報形態であることが求められる．

2.3　可変性の構成手段

可変性の構成手段とは，可変性の実現手段のことである．Gacekらは，開発言語に依存しない構
成手段について，一般的によく使われているものを整理し以下のように分類している[11],[12]．実際
には，これらの構成手段を，実応用に合わせて組み合わせたり改良を加えたりして利用されている．

（1）条件コンパイル
条件コンパイルは，#ifdef（コンパイルスイッチ）によって，コンパイルする個所を特定する
方法である．条件コンパイルは，既存コードに影響なく追加できるため導入障壁が低い一方
で，言語とマクロの2つの言語が混在し，頻繁なコード中断やレイアウト崩れが起き，コード
の可読性が悪化しやすい[13]．

（2）フレーム方式
フレーム方式は，直接ソースコードを再利用するのではなく，パターンに基づいて再利用モジ
ュールを生成しフレームワーク部分と結合する方法である．パターンの定義および適用に成功
すれば再利用率が向上するが，適用対象であるドメインを十分に分析する必要があるため，導
入障壁が高く，適用範囲が狭くなりがちである[14]．

（3）パラメータ方式
パラメータ方式は，セットされたパラメータによって振る舞いを変えるコンポーネントを用い
る方法である．再利用性や仕様とのトレーサビリティに優れるが，パラメータに応じた処理を
すべてコンポーネントに内包するためコンポーネント自体が複雑になりがちである．

（4）静的ライブラリ
静的ライブラリは，オブジェクトファイルからなるライブラリをコンパイル・リンク時に組み
込む方法である．実装時に任意の静的ライブラリを選択することで，必要な部品のみから製品
を構成できる．ただし，出荷後の部品の切り替えはできない．

（5）動的リンクライブラリ
動的リンクライブラリは，ライブラリをプログラム実行中に読み込む方法である．メモリ使用
量やROMサイズの節約などの利点があるが，実行時の組み合わせで振る舞いが変わるため品
質保証が難しい．

可変性の構成手段は，プロダクトラインアーキテクチャおよびソフトウェア部品の形態を決定づけ
る．また，構成手段の選択は，製品導出時のソフトウェア部品の組立て，製品ビルドの効率，ソフト
ウェア部品の保守のしやすさに影響を与える．したがって，構成手段の選択では，適用するドメイン
の可変性や開発環境への適合のしやすさが求められる[9]．

3．可変性管理の提案
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3.1　SPLE適用対象

我々は，業務用空調機（室外機）の製品群に対して，SPLEの本格適用を2010年より開始した．
この製品群は，日本国内のみならず世界各国へ出荷され，また能力帯や機能の搭載有無，ハードウェ
ア構成の違いがあるため，さまざまな製品バリエーションを持っている．比較的小さな仕様の差異を
いかにソフトウェアでカバーするかが開発戦略上重要であり，多品種小変更型開発の特徴を有してい
る．多品種小変更型開発の特徴[21]を以下に記す．

①製品の機能・性能がハードウェアに大きく依存するため，製品群の仕様および開発計画は，機械
（メカ）や電気（エレキ）部門が決定する[4]．ソフトウェア部門は仕様に従いソフトウェアを
開発する．メカ・エレキ部門（製品部門）は部門ごとに製品用途や出荷地域が異なる固有の市
場に対応している．

②製品群は，ソフトウェアから見て，以前の開発サイクルの製品群の仕様の多くを共有し，また同一
開発サイクルで開発する新機能・性能改善のための仕様も共有している．

③製品群は，②の共通仕様をベースにして，特定用途や特定の出荷地域向けにカスタマイズする必要
がある．

④①および③の特徴から，製品部門からの仕様は，コア資産に基づくものでなく，以前開発した製品
に基づいたものとなりがちである（例：前年度製品をベースに，ある機能を変更する等）．

⑤個々のカスタマイズ開発は小規模であり，短期に並行して実施される．

3.2　第1期活動における可変性管理の課題
第1期活動における可変性管理プロセスについて，各コア資産の可変性記述と構成手段およびソフ

トウェア部品のアプリケーション開発での使われ方を図1に示す．

ドメイン開発では，コア資産である要求仕様書とプロダクトラインアーキテクチャおよび共通的な
ソフトウェア部品を開発する．要求仕様書は，フィーチャモデルに基づいて構成しており，製品機能
内の仕様差異をフィーチャに基づく可変性として記載する（フィーチャ埋込み記述）．たとえば，圧
力保護機能の検出方式の差異である「圧力スイッチによる検出」と「温度推定による検出」の2つ

図1　第1期活動における可変性管理手法
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を，フィーチャに対応する検出方式の仕様（バリアント）として記載している．プロダクトラインア
ーキテクチャは，条件コンパイル方式を採用し，先述した製品機能内の仕様差異を，ソフトウェア部
品内のコンパイルスイッチで実現している．

アプリケーション開発では，当該製品での固有制御を製品固有部として新しいフィーチャとともに
製品要求仕様書に埋め込み，ソフトウェアの固有部品として実装する．この固有部品を登録テーブル
に登録するとともに，条件コンパイルで有効にして固有の製品ソフトウェアを生成する[15]．また，
パラメータ差異はフィーチャの組み合わせによって具体的な値を決定する方式とした（パラメータ方
式）．

製品定義（アプリケーション開発）では，コア資産に関する知識を持たない製品部門からの仕様を
もとにソフトウェア部門がソフトウェア部品を再利用／開発する（特徴①）ことになるが，複数の開
発が並行する（特徴⑤）ため，仕様の解釈時に，可変点の見逃しが頻繁に起き，結果的に類似したソ
フトウェア部品（固有部品）を開発してしまう[21]．これは可変性管理における以下の2点の課題が
原因となっている．

[課題①]要求仕様書の目次構造により，内部に記載された開発済みの制御方式を共有できず，利用可
能なソフトウェア部品を使わずに新たな仕様として要求されることが多い．

[課題②]製品系列の増加に伴うフィーチャ数の増加によって，製品部門のフィーチャ選択に基づいて
具体的なソフトウェア部品を#ifdefの組合せで決定するのが困難になった．

3.3　可変性管理における提案手法
3.3.1　第2期の可変性管理プロセスと提案手法

第2期活動における可変性管理プロセスについて，各コア資産の可変性記述と構成手段およびソフ
トウェア部品のアプリケーション開発での使われ方を図2に示す．

第1期活動からの主な変更点は，以下である．

①要求仕様書の可変性記述法をフィーチャ埋込み記述から製品-機能マトリクスおよびデータ

図2　第2期活動における可変性管理
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仕様書へ変更
②プロダクトラインアーキテクチャの構成手段を条件コンパイル方式から静的ライブラリ方
式に変更
③構成手段を支援する部品選択ツールを整備

本変更によって，製品部門と開発済みの製品機能を共有できること（課題①への対応）と，ソフト
ウェア部品の選択を容易にすること（課題②への対応）を狙っている．

3.3.2　可変性記述法の提案
提案手法における可変性記述法（変更点①）を説明する．要求仕様書の構成を図3に示す．

要求仕様書（要求仕様書マスタ）は製品-機能マトリクスとデータ仕様書からなる．製品-機能マ
トリクスは，縦軸に製品群に搭載されている機能，横軸に製品として，交点に各製品での機能の有効
／無効を明示した表である．縦軸の機能一覧においては，全機能を列挙するとともに，制御方式に差
異がある類似機能を依存関係とともに明示している．図3においては，製品1，製品2を含む製品群全
体で機能A，機能B，機能C-1，機能C-2を有する可能性があることを意味し，機能C-1と機能C-2
はあるフィーチャによって機能が択一的に選択される機能であることを示している．製品1は機能
A，機能B，機能C-1を有する製品であることを定義している．機能C-1および機能C-2とは，具体
的には，圧力スイッチによる圧力保護と温度センサによる圧力推定を行う圧力保護をそれぞれ別の製
品機能として定義し，製品機能の目次レベルで可変性があることを明示するとともに，択一的な関係
であることを示す．

データ仕様書とは，製品個々のパラメータを一括して記載する文書である．チューニング可能なパ
ラメータに対し，[Data_3-1_1]のようなタグを本文中に埋め込んでおき，タグの付いたパラメータ
の設定値をデータ仕様書に記載する．たとえば，Data_3-1_1は温度閾値を意味し，能力帯1と能力帯

図3　要求仕様書の構成
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2では20度だが，能力帯3では18度であることを表す．この見直しは，パラメータ差異がフィーチャ
の組み合わせだけで決定せず，ハードウェア構成や出荷地域等の複合的な要因により決定するという
分析結果に基づいている．

要求仕様書マスタを用いた開発例を図 2に基づいて示す．ドメイン開発において作成した要求仕様
書マスタには，開発済みの製品機能と製品機能のパラメータが記載できるデータ仕様書が含まれてい
る．アプリケーション開発では，要求仕様書マスタをカスタマイズすることで，個別の製品要求仕様
書を作成する．具体的には，各アプリケーション開発（製品定義）において，搭載する製品機能を選
択することで製品－機能マトリクスの担当製品に対応する縦の欄を完成させ，当該製品用のデータ仕
様書に能力帯やハードウェア構成の違いによるパラメータ設定を記載する．

表1に第1期と第2期の可変性記述法の違いを整理する．

第1期活動においては，制御方式やパラメータの差異は製品機能内の可変点として記述していた
が，第2期活動では，制御方式が異なる製品機能を異なる製品機能として定義したうえで，すべての
製品機能を製品-機能マトリクス上に列挙し，機能の搭載有無を表の交点に記載している．また，デ
ータの差異については個々に可変点として記述する方式から，データ仕様書に一括で記載する方式に
切り替えている．すわなち，具体的なバリアント（制御仕様）を決めるために複数のフィーチャを段
階的に選択する方式から，制御仕様を直接的に選択できる方式に切り替えた．

これらの方式の切り替えによって以下の2点が改善した．

①要求仕様書における可変性の一覧性向上
第1期では，500ページ程度の要求仕様書の中から可変点を探し出し，当該製品に適合するバ
リアント（制御仕様）を選択する必要があったが，第2期では，5ページ程度の製品-機能マト
リクスの中から対象の製品機能を見つけ出し制御仕様を確認の上，選択することができるよう
になった．このように可変点およびバリアント（制御仕様）の検索が容易となったため，開発
済みの製品機能の再利用率が向上した．

②要求仕様書における可変性の可読性向上
第1期では，目次に登場する機能の搭載有無を決定したのちに，機能内の可変点ごとに，フィ
ーチャを組み合わせてバリアント（制御仕様やパラメータ）を決定していたが，第2期では，
製品-機能マトリクスによって製品機能を取捨選択し，各機能のパラメータを当該製品用のデ
ータ部品によって決定するという構成としたため，具体的なバリアントを決定するのが容易に
なった．製品-機能マトリクスは，製品機能を取捨選択する（搭載有無を決定する）というシ
ンプルな表記法となっているため，熟達技術者でなくともその意味を理解することが容易であ
り，プロダクトラインアーキテクチャを理解していない製品部門でもコア資産の確認が容易と
なる．

表1　可変性種別と要求仕様書の対応関係
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3.3.3　可変性の構成手段の提案
可変性記述の見直しに基づき，仕様設計時点で明確にしたソフトウェア部品としてのモジュール性

をそのままに設計・実装できるようにするため，表2 に示すように，構成手段を静的ライブラリ方式
に変更し，パラメータについてはフレーム方式を併用することとした．

機能有無や制御方式差異に対する構成手段として，第1期活動では，実装のしやすさから条件コン
パイル方式を採用していた．これに対して，第2期活動では，すべての機能が製品－機能マトリクス
によって，機能の有無で表現できるようにするため，静的ライブラリ方式へと見直した．

パラメータ差異に対する構成手段ついても同様に，構成手段をすべて静的ライブラリ方式に統一し
た．これは，可変性記述法の見直しによって，パラメータ差異を，製品機能内のバリアントから製品
ごとのバリアント（データ部品）として扱うことにしたためである．さらに，データ部品について
は，パラメータやソースコード自体を再利用対象とするのではなく，データ仕様書からソースコード
へのパターン化した変換ロジックを再利用対象としている（フレーム方式）．具体的には，データ仕
様書の各パラメータは，能力帯によらず一定の値をとる定数型，および能力帯ごとに設定値が異なる
能力帯テーブル型の2種で記載し，パターンに応じて自動的にソースコードと取得関数に展開してい
る．

これらの構成手段の変更によって，仕様からソフトウェア部品の実装方法が単純化しソフトウェア
部品開発時の作業者の担当分けのしやすさや実装ミスの減少が効果として得られ，また製品との対応
付けが明確になり，ビルド管理を含む構成管理も容易となった．

3.4　可変性管理におけるツール支援

構成手段の見直しに合わせ，構成選択を効率化する目的で支援ツール（以降，部品構成選択ツー
ル）を開発した．構成を図4に示す．

表2　可変性種別と構成手段の対応関係
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部品構成選択ツールは，製品ソフトウェア構成表と製品ソフトウェア生成ボタンから構成されるツ
ールで，ソースコード管理システム上にあるソフトウェア部品群とデータ部品群を入力として，製品
ソフトウェアを出力する．製品ソフトウェア構成表は横軸に製品，縦軸に当該製品で利用するソフト
ウェア部品を列挙した表で，要求仕様書の製品－機能マトリクスに基づいて生成する．

製品ソフトウェア構成表の中からビルドしたい製品を選択して，製品ソフトウェア生成ボタンを押
下することで，各ソフトウェア部品をソースコード管理システムから取得しMakefileを生成する．
このとき，データ部品は，データ仕様書をもとにデータ形態に応じて取得関数を含むソースファイル
に変換され，Makefileに組み込まれる．このように生成されたMakefileを実行することで製品ソフ
トウェアを生成できる．

このような支援ツールを開発することによって，仕様設計時点で明確になったソフトウェア部品と
してのモジュール性を活かして効率的に製品ソフトウェアを構成することが可能となる．

4．提案手法の適用評価

4.1　第1期からの改善ポイント

図4　部品構成選択ツールの構成
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要求仕様書における可変性記述法においては，フィーチャ埋込記述から製品-機能マトリクスおよ
びデータ仕様書に見直すことで，製品部門が開発済みの製品機能を把握・選択することが容易とな
る，つまり仕様が共通化されることを狙っている．

また，可変性の構成手段においては，条件コンパイル方式から静的ライブラリ方式に見直すこと
で，製品ソフトウェア組立て時に，各ソフトウェア部品のリンク有無のみを決定すればよくなる．つ
まり，製品構成決定のパラメータ数が低減できることを狙っている．

4.2　開発における評価

第3章で述べた改善手法を，2015年度開発製品より適用した．適用開始直前の2014年度の各指数
を100として，各指標の推移を示し，適用の効果を示す．各年度のプロットは，各年度の開発で得ら
れたデータの平均値とした．

4.2.1　仕様共通化率Rc
対応製品にあった仕様を見落としなく選択できてきることを評価するために，仕様共通化率を用い

る．仕様共通化率Rcは次式として定義する．

Rc= （ A / B ） × 100 （1）
A：複数製品で使用される機能数
B：製品群全体での全機能数

なおRcは比較のため，2014年を1.00とした相対値Rc-yyで示す．Rc-yyは次式と定義する．

Rc-yy= yy年のRc　/　2014年のRc （2）

仕様共通化率は複数製品で利用された仕様の割合を示す指標となっている．本手法においては，
3.3.2項の要求仕様書において選択する仕様に対応して，粒度の揃った製品機能を部品化しているこ
と，各部品内にはパラメータ差異以外の可変点を埋め込まない方式を採用している．そのため，仕様
共通化率を用いることにより，コア資産として作成した製品仕様がどれだけ予定とおり再利用されて
いるかを評価できると考える．

図5 に示すように，第1期活動では仕様共通化率は1.00～1.35倍と変動がなかったが，第2期活動
においては，15年に2.56倍，16年には2.68倍と，約2.5倍の仕様共通化率を達成している．
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これは，第1期活動では，仕様書の目次構造の問題から製品部門と開発済みの制御方式が共有でき
ておらず，類似した新たな仕様を開発してしまっていたが，第2期活動では，製品-機能マトリクス
で一覧化できることによって500ページもの要求仕様書の中から可変点を探すのではなく，5ページ
程度のマトリクスにすべての可変点が表現されたことで，製品部門との共有が促進できた成果と考え
る．

4.2.2　製品の構成決定パラメータ数Pp
製品機能の具体的な仕様を効率的に決定できていることを評価するために，構成決定パラメータ数

を用いる．パラメータ数Ppは次式と定義する．

Pp = average（Nf／製品機能） （3）
Nf：フィーチャ数（選択肢の数）

なおPpは比較のため，2014年を1.00とした相対値Pp-yyで示す．Pp-yyは次式と定義する．

Pp-yy=yy年のPp　/　2014年のPp （4）

構成決定パラメータ数は，1つの製品機能を実現するためにいくつの可変点を決定しなければなら
ないかを示す指標となっている．本改善手法においては，ソフトウェア部品内にはパラメータ差異以
外の可変点を埋め込まない方式としているため，目論見とおり機能有無の選択とパラメータチューニ
ングのみで製品機能を決定できているかを評価できる．

図6 に示すように，第1期活動では，Ppが年々増加しているのに対し，第2期活動では，Ppが
56%低減し，その後の増加はない．なお，第2期活動でPpが減っているのは，本手法の導入に合わ
せて既存のコンパイルスイッチを削減するリファクタリングを実施したためである．

図5　仕様共通化率
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第1期活動では，製品系列の増加に伴いフィーチャ数が増加し，コンパイルスイッチが部品内に散
在する結果となったが，第2期活動においては，部品のリンクおよびデータ部品の決定のみでよくな
ったっため，フィーチャ数が増加しても，構成決定が容易な状態を維持できた．

本手法はコア資産保守プロセスの見直しと合わせて適用することで，幹開発で開発したソフトウェ
ア部品の枝開発における認知度が向上し，さらに，枝開発における構成決定が容易化できたことで，
ソフトウェア部品の再利用率向上を実現している[21]．

4.3　妥当性に対する脅威

本改善手法における製品-機能マトリクスは，製品と具体的な仕様（バリアント）を直接結び付け
る表であり，バリアント選択の根拠となるフィーチャが登場しない．そのため，1つの可変点に多く
のバリアントが存在するような製品群の場合，なぜその仕様を選択しているのか，その根拠がわかり
にくくなり，後述するディシジョンモデルと比較して，製品部門が正しくバリアント（制御方式）を
選択できないという問題も発生しうるが，現時点ではバリアントの選択肢が多岐にわたる場合が少な
くその選択理由が比較的自明であるため，特に大きな問題を生じていない．

データ仕様書およびデータ部品については，多くの製品群ではパラメータの違いで製品間の差異を
実現しているものも多いと考えられるので，個々のパラメータの違いを可変性とするのではなく，デ
ータ部品としてまとめて可変性としてしまう手法は他のドメインでも有効と考える．

5．関連研究

5.1　可変性記述法

可変性記述法に関する研究は数多く行われている．Czarneckiらは，レベルの異なるフィーチャ
が混在することによるフィーチャモデルの崩壊を回避するため，段階的構成を提唱している[16]．段
階的構成では，フィーチャモデルを段階的に特殊化し，製品の構成を決定していくやり方を採る．
ClassenらもMLSC（Multi-Level Staged Configration）と呼ばれる複数レベルの段階的構成
によって製品構成を実現している[17]．これは，1つのモデルと表によって各ステークホルダとの共
有と製品構成を実現した我々のやり方とは異なっている．

図6　製品構成決定のパラメータ数
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1 つのフィーチャモデルと表によって製品導出を実現している事例もある．Czarneckiらは，フィ
ーチャモデルとディシジョンモデルによって共通性と可変性の抽出および製品導出支援を実現してい
る[18]．ディシジョンモデルは，縦軸にフィーチャ，横軸にフィーチャを決定するための質問やフィ
ーチャの型や範囲が記述されており，フィーチャ決定を支援している．フィーチャモデルと表を併用
するという点で我々の取組みに近いが，表を機能と製品の星取表とし製品導出に利用した点が異なっ
ている．

5.2　可変性の構成手段

Faulkらは最上位のクラス図で製品群の共通性を表し，サブクラスにより可変性を表現する手法を
提案している[19]．Faulkらの提案は，サブクラスを切り替えることで製品固有のニーズを実現して
いる点に特徴がある．本稿は，類似機能を別機能として扱う点，つまり最上位のレベルで可変性を切
り替えている点がFaulkらの取り組みと異なっている．

Greenfieldらは，モデル駆動開発によって製品ソフトウェアの生成を実現している[20]．本取り
組みは，OOA&D（object oriented analysis and design）をベースとしたモデル駆動開発で，
モデル内部で可変性を管理し，コードを自動生成している点に特徴がある．パラメータ差異等の小さ
な可変性によって変異体を増加させない点に本稿との差異がある．

6．さいごに
本稿では，空調機開発を対象に，コア資産保守プロセスの見直しと合わせて導入した可変性管理の

改善手法を評価した．改善手法は，要求仕様書に製品-機能マトリクスとデータ仕様書を導入するこ
とで，可変性記述の一覧性と可読性を向上させ，仕様設計時点で可変点およびバリアントの選択方法
を明確にするものである．さらにこれら可変性記述から製品ソフトウェアのビルドへ直結する構成手
段を提供することで，アプリケーション開発におけるコア資産の再利用率を向上させる．本改善手法
によって，ソフトウェアへの理解の浅い製品部門とコア資産を共有することに成功し，仕様共通率を
約2.5倍に高めている．さらに構成決定パラメータ数を56%低減し，構成決定を容易化している．こ
の結果，コア資産の再利用率向上を実現している[21]．これらの評価結果に基づき，可変性管理はス
テークホルダとのコア資産共有と構成決定を容易化することが重要であるという知見を得た．
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